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	 「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案」、通称「多様な

教育機会確保法案」が、今開かれている通常国会での上程・成立が目指されています。 
	 この法律案は、不登校の子どもたちや義務教育を終えずに学齢期を過ぎた人たちなど、「普通教育

を十分に受けていない者」に対し、普通教育の機会を確保していくための法律として、超党派フリ

ースクール等議員連盟と夜間中学等義務教育拡充議員連盟による議員立法として検討が進められて

きたものです。 

 
１ これまでの経緯1 
◎どんな法案？ 
・「相当の期間」学校を欠席している子どもの保護者は「個別学習計画」を作成・提出することがで

き、それを教育委員会が認定すると、保護者は「就学義務」を履行しているとみなす。	

・「個別学習計画」の実施にあたっては、教育委員会が子どもの状況を「継続的に把握」し、「助言、

指導その他の支援」を行い、実施方法の改善や計画の変更などを「勧告」でき、従わない場合は「認

定取り消し」ができる。そして、子どもの学習の状況を「総合的に評価」し、「義務教育修了」の

認定をし、修了証書を授与する。	

 
◎法案に関わる大まかな流れ 
２０１４年	 ６月	 超党派フリースクール等議員連盟	 発足 

	 	 	 	 	 	 ７月	 教育再生実行会議第 5 次提言で、フリースクールなどの学校外の教育機会を公
的に位置づけることが言及される 

	 	 	 	 	 	 ９月	 安倍首相が「東京シューレ」を訪問 

	 	 	 	 	 １０月	 下村文部科学大臣（当時）が「フリースペースえん」視察 

                                            
1 下記を参考に作成。 
・「第 14回子どもの権利条例東京市民フォーラムのつどい パネルディスカッション『多様な教育機会確保法』の意味と
課題を考える」（2015年 12月 26日開催）での配布資料冊子、63〜69頁 
・「ますます不登校の子どもが追いつめられる！？９・９「多様な教育機会確保法」緊急大検討会」（2015年 9月 9日開催）
での配布資料「多様な教育機会確保法（仮称）案のいきさつ－フリースクールと不登校の子どもの側面から」、1〜３頁 
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２０１５年	 １月	 文部科学省「フリースクール等に関する検討会議」	 設置 
	 	 	 	 	 	 ２月	 超党派フリースクール等議連が法案作成・立法を宣言 

	 	 	 	 	 	 ５月	 超党派フリースクール等議連と夜間中学義務教育拡充議連の合同総会で、「多様

な教育機会確保法（仮称）案」の試案が採択される 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 →２０１５年度通常国会会期中の成立が目指される 

	 	 	 	 	 	 ６〜８月	 夜中議連との合同立法チームなどで議論が進められる 
	 	 	 	 	 （７月	 文部科学省	 形式卒業者の夜間中学受け入れを認める通知） 
	 	 	 	 	 	 ９月	 合同議連総会にて、座長試案である「義務教育の段階に相当する普通教育の多

様な機会の確保に関する法律案」（決定稿）が提出される 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 →議連や自民党内での合意が取れず、国会上程は見送り・継続検討に 
	 	 	 	 	 １０月	 フリースクール等議連立法チーム座長（当時）だった馳浩衆議院議員が文部科

学大臣に就任 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 「一億総活躍社会」の実現の一環として、不登校支援を明言 
	 	 	 	 	 １１月	 一部報道にて「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関する法律

案」が自民党内でまとめられ、上程・成立が目指されていることが報じられる 
	 	 	 	 	 １２月	 合同議連総会にて丹羽秀樹衆議院議員が新座長、下村博文衆議院議員（前文科

大臣）が顧問に就任 

 →２０１６年２月末までに内容が詰められる見通し 

 
◎法案はフリースクールなどの関係者の一部が推進しているもの 
	 法案作成の背景には、「フリースクール全国ネットワーク」「多様な学び保障法を実現する会」等、

フリースクールなどの関係者による骨子案作成や議員への働きかけがあります。 
例えば…	 	 	 ２０１０年	 	 「オルタナティブ教育法 骨子案」 

	 	 	 	 	 	 	 ２０１２年〜	 「子どもの多様な学びの機会を保障する法律 骨子案」 
→ただし、上記の二つの骨子案と今回の法案の内容には大きな開きがあります（学校教育法とは別

立ての法律、教育機関の限定、お金の出し方など…）。 

 
	 また、不登校の小中学生約 12 万人のうち、フリースクールなど民間施設に通うのは約 4,200 人
（3.5％）にすぎません（文部科学省「小・中学校に通っていない義務教育段階の子供が通う民間の団体・

施設に関する調査」（2015年））。 
	 さらに、フリースクールなど 211校のうち、法律による位置づけを望むのは 4割のみとの調査結
果があります（朝日新聞 2015年９月８日付報道）。 

	 にもかかわらず、法案作成に際し、フリースクールなどに通っていない多くの不登校当事者・経験

者・関係者へのヒアリングなどはほとんど行われておらず、彼／彼女らの意思は反映されていません。  
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２.「不登校・ひきこもりを考える当事者と親の会 ネットワーク」について 
	

	 私たち「不登校・ひきこもりを考える当事者と親の会 ネットワーク」は、これまで、法案への反
対の立場を表明し、白紙撤回に向けて行動してきました。 

 

◎当ネットワークの活動 
２０１５年	 ８月	 	 	 	 声明文を公表・ブログ開設（http://ftk.blog.jp） 
	 	 	 	 	 	 ９月	 ９日	 ますます不登校の子どもが追いつめられる！？「多様な教育機会確保法」

９・９大検討会（主催は「９・９『多様な教育機会確保法』緊急大検討

会」実行委員会） 
	 	 	 	 	 	 	 	 ２５日	 法案の国会上程への反対要望提出のための賛同人呼びかけを始める 

	 	 	 	 	 １０月〜	 	 	 議連メンバーの国会議員との交渉（継続中） 
	 	 	 	 	 １１月	 ２日	 STOP！「多様な教育機会確保法案」不登校の子どもの権利があぶない！

１１・２フォーラム	 開催 

	 	 	 	 	 １２月２１日	 反対要望書と賛同書を立法チーム笠浩史座長代理に提出 
（賛同書は総数 308、うち団体 45・個人 263） 

２０１６年	 １月１１日	 １・１１すぎなみフォーラム（NPO法人てんぐるまとの共催） 

	 	 	 	 	 	 ２月１７日	 STOP！多様な（き）教育機会確保法案 ２・１７講演集会	 開催予定 

 

◎当ネットワークの考え 
	 法案は、私たちが不登校の子どもに必要だと考える以下の点に反する内容となっています。	

	

（１）子どもが自分自身の意思によって、家などの安心できる環境でゆっくり休むこと 
	 いじめや、体罰をふくむ不適切な指導などによって傷つき、学校での居場所を奪われた子どもた

ちは、不登校をすることで、心の傷をいやし、失ったエネルギーを回復します。 
	 子どもには「自分の意思で、安心して学校を休む権利」「学校に戻るか否かを自分の意思で決める

権利」があります。子どもには教育を受ける「権利」はありますが、教育を受ける「義務」はない

のです。 

 

（２）何を、どこでどのように学び、育っていくかは、子ども自身の意思を最優先すること 
	 子どもには、憲法で教育を受ける権利が保障され、何をどのように学び、育つかを自分で選び、

決める権利があり、大人はそれをサポートする義務があります。大人が一方的に「教育」「学び」の

内容や場所を定め、子どもにおしつけることは、学校教育の場で傷つきトラウマを負った子どもを

ますます追いつめ、苦しめることにつながります。
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３ 法案の問題点－９月付決定稿から－ 

① 子どもの権利・親の教育権が保障されていない 

・子どもの側に立った条文ではなく、上から子どもを管理する条文になっている 
	 	 	 	 	 子どもの諸権利、学習権（教育を受ける権利）、意思や主体性が保障されていない	

	 	 	 	 	 条件付きで認められるのなら、それは「権利」ではない	

・子ども本人の意思が尊重されるしくみになっていない 
	 	 	 	 	 「個別学習計画」を申請するのは親・認定するのは教育委員会（認定取り消しもありうる）	

	 ・親の教育権よりも、学校教育が優先される 
	 	 	 	 	 就学義務（学校教育法第１６条、１７条）の履行が問われる（法案第１７条）	

	 	 	 	 	 →親の教育権は？	

	 ・子どもの意思によらない学校復帰や学習支援は、子どもの権利の侵害となる 
	 	 	 	 	 憲法や子どもの権利条約、世界人権宣言などで保障されている子どもの基本的人権（生命、自由及

び幸福追求への権利、学問の自由など）、個人としての尊重、休む権利などの諸権利、および親の

教育権など	

⇒人権侵害であり、「子どもの最善の利益」につながらない 
 

② 子どもの選別・分離・排除 

・「多様性」の名の下に、子どもたちをふり分け、引き離す	
	 	 	 	 	 子どもたちは、学校に行く子／行けない子として「選別」される	

	 	 	 	 	 学校に行ける子は「学校」／行けない子は「多様な教育」へ、「分離」させる 
・「中学卒業」と「義務教育修了」で学歴・進路に差をつける→差別につながる 
	 	 	 	 	 これまで日本の義務教育では「年齢主義（一定の年齢に到達したら自動的に終了するという立場）」

が取られてきた。現在では、出席日数の多少にかかわらず、中学を「卒業」できる	

	 	 	 	 	 経歴（履歴書）から、不登校であったかどうかが判断できるようになる	

	 	 	 	 	 新しい学歴は、今ある学歴差別を、より明確にする	

	 たとえばどの条文？☞	 第 1 条（目的）、第２条（基本理念）、第 6 条（基本指針）、	

	 第１２〜１８条（個別学習計画）	

 

	 たとえばどの条文？☞	 第２条（基本理念）、第７条（調査研究等）、	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 第１０条（学習にかかる環境の整備による学習の支援）、	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 第１２条（個別学習計画）、第１７条（学校教育法の特例）、	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 第１８条（修了の認定）	
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・学校で対応できない子どもを外へ追いやり、学校の中はそのまま 
	 	 	 	 	 一部の子どもを学校外へアウトソーシング（排除）すれば、学校側の責任としてさまざまな問題に

対処する必要がなくなる（いじめ、体罰、能力主義的な評価、先生の多忙化など…）	

⇒学校側のあり方は問われず、子ども・家庭側ばかりが問題化される構造は温存される 
 

③ 「個別学習計画」によって家庭も学校化	

・不登校の子どもと保護者（親）の実態に即さない「個別学習計画」	
	 	 	 	 	 子も保護者も、学校に行かれないことに戸惑い、傷つき、混乱している状態で、「計画」は本当に

作成可能か？	

	 	 	 	 	 さまざまな事情を抱えた家庭、地方と都市部の差などはどうなる？	

・家庭の中で学んでも、「学校教育法」がついてくる 
	 	 	 	 	 「個別学習計画」の申請・認定、「就学義務のみなし履行」など、公的な支配を受けることで学校

的価値観による縛りがきつくなり、「フリー」ではなくなっていく	

	 	 	 	 	 子どもに対する国家的な管理・統制強化の方法のひとつになる	

・どこへ行っても「教育」「学習」に追い立てられる 
	 	 	 	 	 「教育」「学習」によって、「〇〇ができるようになる」ことは求められ続ける	

	 	 	 	 	 まずはゆっくり休みたい、落ち着いて過ごしたいのに、「個別学習計画」のもとに頑張り続けなけ

ればならなくなる	

⇒子どもも保護者も、ますます追いつめられていくしくみ 
 
【11 月報道自民党内案（？）】※	 議連からの公式な情報はありません 

	 １１月１３日付朝日新聞や１１月１５日付読売新聞などで、「義務教育の段階に相当する普通教育

の機会の確保に関する法律案」が自民党内で作成されていると報じられました。 

◎９月付決定稿との違いは… 
	 	 	 不登校の子どもの保護者は「子どもを一定期間学校に出席させないことができる」ように

教育委員会に申請でき、教委が認定した場合、学校には在籍したまま、フリースクール

や教育支援センター、家庭学習等の学校外での教育も認められる。 
	 	 	 学校外で学習をした場合は、中学卒業にはならず、「義務教育修了認定」となる 
	 	 	 	 	 →一方で、勝山実さんのブログでは、理念だけになった法律案の情報も…

	 たとえばどの条文？☞	 第１０条（学習にかかる環境の整備による学習の支援）、	

	 第１２条（個別学習計画）、第１３条（個別学習計画の変更）、第１４条（支援）、	

	 第１５条（勧告等）、第１６条（報告の徴収）、第１７条（学校教育法の特例）、	

	 第１８条（修了の認定）	
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◎私たちは、「不登校」に関わる問題は、この法案では本質的な解決に向かわず、子どもたちはどん
どん生きづらくなっていくと考えています 
 
	 不登校の多くは学校の問題（いじめや体罰、友人関係など）からの避難であり、「学校に行かない

こと」は、子どもたちのまさに「命綱」となっています。それなのに、「学校に行けないこと」「学

校に適応できないこと」を理由にして、国（その時々の文部科学大臣）や教育委員会の決める基準

で、子どもたちをピックアップし（子どもたちの選別）、学校外の場に出すこと（学校から分離・排

除すること）は、学校側の問題を、子どもの側の問題へとすりかえ、解決したように見せているだ

けではないでしょうか。 

 
	 「多様な教育機会確保法案」のような法律がない今でさえ、不登校をすること（ただ「学校に行

かない」というだけのこと）によって、気持ちの負い目から学校に戻りたくなっても戻りづらかっ

たり、外に出にくくなったり、友だちに会いづらくなったり、「不登校」「問題のある子」というレ

ッテルを貼られ、学歴や進路においても「学校に行く子」とは違う対応を取られたりすることがあ

ります。そのためさらに親や周囲の大人からの登校圧力（「学校に行きなさい！」）が強まり、子ど

もはますます苦しみ追いつめられる、という悪循環があるのです。	

	

	 そんな苦しい状態の中で、この法案のような、学校に行かない子どもを別扱いする法律がつくら

れたら、「多様な教育」の名の下に、「学校にいかない子ども」を「普通の子ども」から区別する方

法が「制度」となってしまい、その制度へとはめこんでいく動きが、法の下の正当性をもって、ま

すます強まっていくことが予想されます。	

	

	 変わらなければならないのは学校であり、おとなたちの考え方であり、社会のあり方なのに、

なぜ、子どものほうが苦しみ、不利益を受ける立場であり続けなければならないのでしょう

か？		

 
◎学校に行かない子も、学校に行く子も、「学校」から逃れられなくなります 
	

	 何よりも、この法案は不登校をしている子どもたちへの、学校的な指導・管理や「学習」への圧

力につながります。多くの不登校の子どもに必要なのはまず休息であり、安心できる環境です。そ

れなのに、学校から逃れても、家や、学校外の場で学校的な「学び」や価値観を強いること

は、子どもから逃げ場を奪い、ますます追いつめ、苦しめ、自傷他害にまで追い込みかねま

せん。 

 
	 また、学校のあり方を問わないままに、学校的価値観では手の負えない子どもたちを学校の外へ
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と追いやることは、学校に通い続ける子どもたちにも、「学校を休んだら学校から追い出されるかも

しれない」「みんなと一緒ではなくなる」「人生のレールをふみはずす」といったメッセージになり、

ますます緊張感を強めていくことになります。このような緊張感や不安感を煽ることによって、「登

校規範（「学校に行かなければならない」という暗黙の決まり）」が、誰にとっても今以上に

強化されることへとつながります。 

	 そうなると、学校はますます、能力主義や競争主義にもとづいた、誰にとってもつらい場所にな

りかねません。 
 

４ 今後に向けて 
◎法案の白紙撤回（廃案） 
２・３で挙げたような点から、当ネットワークでは引き続き、「多様な教育機会確保法案」の問題を

指摘し、上程取りやめ・白紙撤回を求めていきます。	

 
◎文言が変わっても、本質が変わらない限り、問題点は変わらない 
・子どもは権利の主体になっているのか？ 
・子どもを差別する内容ではないか？ 
・子どもや保護者を追いつめる内容になっていないか？ 

 
◎法案から見えてくる、社会のあり方とは？ 
不登校、ひきこもり、発達障害などをはじめ、子どもたちを取り巻く問題	

→なぜ、学校に通えないことや、働いていないことが「問題」だとみなされるのか？	

→「能力主義」、「多様性」、「フリー」、「普通」、「学校」、「就労」、「病気」…	

→個人の責任にせず、社会の構造として、捉えてみる	

	 	 	 社会のあり方を考えるということ	

→そこから、今を生きる私たちの理念を考えていく	
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